
令和 8 年 4 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,950 円 1,955 円

4,950 円 2,425 円

4,950 円 2,249 円

　0箇所（会津高田浄化センターに含まれる）

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

無

処 理 区 数 　0処理区（公共下水道高田処理区に含まれる）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　特になし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

16.8人/ha

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

会津美里町下水道事業経営戦略

平成16年度
（20年）

福島県大沼郡会津美里町

特定環境公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

 イ　指定管理者制度

　中継ポンプ運転管理業務委託を民間事業者に委託しています。今
後も住民サービスの向上と維持管理費のバランスを考慮しつつ、窓
口業務や料金関係業務のアウトソーシングも視野に入れ、費用対効
果の向上により経費削減を図れるよう検討していきます。

事業運営組織

　下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水
処理事業）については、水道事業と併せ運営されています。
【下水道事業運営組織】
課長１名　課長補佐１名　上下水道課総務係４名　上下水道係６名

【組織体制の再編及び実施年度】平成31年４月機構改革により上下水道課と建設課が統合
建設水道課　職員数25名
課長１名　課長補佐２名　上下水道係４名　上下水道係６名　管理係６名　建設係６名

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙２に令和5年度決算の経営比較分析表を添付しています。
・分析内容
【経費回収率】
　類似団体と比較し高い値となっていますが、汚水処理に係る費用が使用量の収入により賄われていない状況です。経費の削減等に努めま
す。
【汚水処理原価】
　類似団体と比較し低い値となっています。今後の施設の更新等踏まえ、引き続き維持管理費の削減に努めます。
【水洗化率】
　類似団体と比較し低い値となっています。接続率向上に対する取り組みが必要となっています。
　この経営比較分析表を活用し、他の類似団体との比較や分析を行い経営の現状及び課題を把握し経営計画に反映していきます。
　また、より正確な経営状況及び財政状態を把握するため、令和２年度から地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用しました。

職 員 数
　水道事業及び下水道事業は12人で運営しており、上下水道総務係、上下水道係に分かれて業務に当たっ
ています。下水道事業における職員給与の予算措置については、損益勘定支弁職員３名、資本勘定支弁職
員１名を配置しています。

　下水道は、汚泥中の有機物、再生可能エネルギー熱である下水熱
など多くの資源・エネルギーポテンシャルを有していますが、初期投
資に要するコストが大きく、処理場の規模によりスケールメリットが十
分に働かないなどの点があり活用していません。

　特になし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　（下水熱・下水汚泥・発電等）*4

 イ　土地・施設等利用
　（未利用土地・施設の活用等）*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　包括的民間業務委託について検討していく予定ですので、指定管
理者制度については未検討です。

　事業実現性、導入可能性を検討していきます。

民 間 活 用 の 状 況
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

　

  処理区内人口の推計値は、行政人口の減少に伴い減少していくものと予測しています。
国立社会保障・人口問題研究所が令和５年12月に公表した、日本の地域別将来推計人口を基にした推計では、毎年約2％減少していく割合
となっています。処理区域内人口の減少割合が同様の減少率として推計した場合、令和17年度の処理区域内人口は192人となります。

有収水量の予測

  有収水量の予測は、過年度(R2～R6)の１人１日あたりの有収水量の平均値を算出し、将来の水洗化人口を乗じて推計しています。
処理区域内人口は減少傾向にあり、水洗化人口及び有収水量も併せて減少傾向になると予測しています。
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

施設の見通し

　特定環境保全公共下水道事業は、公共下水道事業の会津高田浄化センターに含まれるため、公共下水道事業の見通しに準拠する。

組織の見通し

　

　　　　　　　　※令和２年度から令和４年度は感染症対策生活応援事業として基本料金の半額減免を実施

  使用料収入の見通しは、町内部で整理している水洗化率の推計及び過年度の使用料収入を加味した推計としています。
今後は、区域内人口の減少に伴い、使用料収入は減少傾向と予測しています。公共下水道事業の推移を踏まえて、今後の方針を検討して
います。

令和８年度に組織改革を実施予定です。参考として、現状の組織体制を下記に記載します。
下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業）については、水道事業と
併せ運営されています。

【下水道事業運営組織】
課長１名　課長補佐１名　上下水道総務係４名　上下水道係６名

【組織体制の再編及び実施年度】
平成31年４月機構改革により上下水道課と建設課が統合
建設水道課　職員数25名
課長１名　課長補佐２名　上下水道総務係４名　上下水道係６名　管理係６名　建設係６名

・効率化経営健全化のための取組方針
　処理区域内の接続率向上を図るとともに、より一層コスト削減に積極的に取り組み施設の有効的かつ効率的な事業運営と、業務の効率化
を図り経営の健全化に努め、適切な施設管理により将来にわたり持続的なサービスを提供します。また、令和２年４月１日に地方公営企業
法の一部（財務規定法）を適用したことにより独立性及び透明性を高めるとともに今後の計画に反映していきます。
　事業概要　・計画処理区域　　15ha　　・計画処理人口　　300人
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画） ：別　紙　３

　事業は完了しているため計画期間中の補助事業等の予定はありません。

・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項に関する事項
　平成29年度から令和５年度まで接続促進のための助成金を交付しておりますが、接続向上のため、助成期間を令和10年度まで延長しま
　した。また、接続件数の増加により使用料金の増収を見込んでいます。使用料収入の安定化を図るため、接続促進や広報活動も併せて
　実施します。
・繰入金に関する事項
　一般会計繰入金は、繰出基準に基づいて算定するとともに、収支不足額を基準外繰入として算定します。

・動力費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、毎年汚水処理費の増加による経費増を見込んで算出しています。

・修繕費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、毎年経年劣化による修繕費の増加を見込んで算出しています。

・委託費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、施設の経年劣化及び汚水処理の増加による経費増を見込んで算出しています。

目 標 　工事負担金については、後付公共マス設置工事に伴う受益者分担金を見込んでいます。

目 標

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　後付公共マス設置工事を見込んでいます。また、処理施設の曝気装置、電気設備等の更新を令和8年度に予定しています。

・投資の平準化に関する事項
　将来の施設の更新に当たっては、予防保全型維持管理により長寿命化を図り、ライフサイクルコストの低減と投資の平準化の図りながら
　計画的に進めていきます。また、施設統合は予定していませんが、既存施設の長寿命化を図り、維持管理の効率化を進めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　下水道事業における資産は、施設等の固定資産が主なため現在は検討を行っており
ませんが、今後必要に応じ検討していきます。

　経費回収率の向上に向け、少なくとも５年に一度、使用者の適正な費用負担について
検討し、必要な場合は住民の理解を得て、料金改定を行っていきます。

使用料の見直しに関する事項

　特になし

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また最低でも５年ごとに見直し（ローリング）を行い必
要に応じて更新を行っていきます。

職員給与費に関する事項 　特になし

動力費に関する事項 　設備更新・改修の際に省電力のものへ変更するなど検討してきます。

修繕費に関する事項
　長寿命化によるライフサイクルコストの低減と投資の平準化が図れるよう修繕計画に
基づき適宜必要な修繕を実施してきます。

委託費に関する事項 　統合できる業務委託について検討し、経費の削減・効率化に努めていきます。

その他の取組 　特になし

薬品費に関する事項 　運転管理委託費に含めるなど経費削減が可能か検討していきます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　当面は現在の民間委託を継続し、包括的民間委託を検討しながら更なる経費削減が
図れるよう取組んでいきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特になし

　業務委託については、仕様発注から性能発注への発注スタイルの変更を検討し、包
括的民間委託などのPPPの活用など委託手法について検討していきます。

　施設及び管路の更新については、予防保全型維持管理により長寿命化を図りながら
計画的な検討をしていきます。

　特になし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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別紙1 

区分 使用料の月額 

基本料金 人数割 

一般世帯 1世帯当たり

3,000円 

世帯員数×500円 

店舗及び事業

所等 

1営業店又は1事

業所当たり

3,000円 

公民館・集会施設 建築延面積×0.055×500円 

体育館 建築延面積×0.045×500円 

老人福祉センター・児童福祉施設等 建築延面積×0.055×500円 

美術館・資料館等 建築延面積×0.075×500円 

老人ホーム・介護施設・ユースホステル 定員×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有しない場合) 建築延面積×0.075×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有する場合) 建築延面積×0.15×500円 

病院 ベッド数×定数6×500円 

医院・診療所 建築延面積×0.11×500円 

マーケット 建築延面積×0.075×500円 

店舗 建築延面積×0.06×500円 

飲食店 建築延面積×0.24×500円 

喫茶店 建築延面積×0.11×500円 

パチンコ店・ゲームセンター 建築延面積×0.11×500円 

カラオケボックス 建築延面積×0.11×500円 

テニスコート・プール(し尿のみ) 総便器数×500円 

駐車場・車庫 総便器数×500円 

ガソリンスタンド 建築面積×0.06×500円 

保育所・幼稚園・小学校・中学校・給食センター (児童・生徒数＋教

職員数)×0.2×500円 

高校 (生徒数＋教職員数)×0.25×500円 

事務所・事業所 建築延面積×0.06×500円 

工場・作業所(厨房有り) 従業員数×0.75×500円 

工場・作業所(厨房なし) 従業員数×0.3×500円 

集荷場 建築延面積×0.06×500円 

倉庫 建築延面積×0.02×500円 

公衆便所 総便器数×500円 

地区集会所・消防屯所 無し 

備考 1 一般世帯において、店舗及び事業所等と併用している場合には、一般世帯の使用料に店舗及び事業

所等の人数割を加算する。ただし、排水設備をもたない施設は、この限りでない。 

2 店舗及び事業所等については、「負担金(分担金)使用料算定における運用基準」による。 

3 店舗及び事業所等の人数割算定式中「建築延面積×係数」に小数点以下の端数が生じた場合その数

が1に満たない場合は1とし、その係数が1を超える場合で1に満たない端数が生じたときはその端数

を切り捨てる。 

4 店舗及び事業所等の用途がこの表にない場合は、類似する用途の算定式を用いて使用料を算定す

る。 

上記により算出した額に、消費税及び地方消費税を加算した額。 



①有形固定資産減価償却率
類似団体平均値より低くなっている。現在、法定耐
用年数を経過した管渠はない。

②管渠老朽化率
法定耐用年数を超えた管渠延長はないため、0％と
なっている。

③管渠改善率
現在、法定耐用年数を経過した管渠はないが、更新
等の財源確保、更新費用等削減のための計画的な管
渠の点検及び維持管理が必要である。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の特定環境保全公共下水道事業は整備完了し
ている。
　維持管理・受付業務においては、各処理場の運
転・保守管理や、各支所窓口業務において、民間委
託を活用することで、サービスの向上、効率的な施
設の維持管理を行い、経費削減に取り組んでいる。
　しかし、人口減少による料金収入の減少、施設・
整備の老朽化に伴う施設の更新投資や、多額の企業
債償還が見込まれることから、今後も計画的な維持
管理や適切な事業選択などにより、経営のさらなる
効率化を図り、健全かつ持続可能な下水道事業経営
に努める。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

255 0.15 1,700.00 【】 令和5年度全国平均

処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
維持管理費や企業債支払利息等の費用を使用料収入
や一般会計からの繰入金等の収益で賄えている。
②累積欠損金比率
累積欠損金は発生していない。
③流動比率
昨年度より比率が上昇しているが、流動資産で流動
負債を賄えていない状況である。接続率の向上及び
経費の削減等に努め、支払能力を高める必要があ
る。
④企業債残高対事業規模比率
整備完了により新規借入を行っていないため減少傾
向にあるが、類似団体平均値よりも上回っている。
将来的な財政負担を見据えた財政運営により、可能
な限り企業債残高の縮減を図っていく必要がある。
⑤経費回収率
汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われて
いない状況である。接続率の向上及び経費の削減等
に努めていく。
⑥汚水処理原価
類似団体と比較し低い値となっている。今後も投資
の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による
有収水量の増加等の取組みに努めていく。
⑦水洗化率
類似団体と比較し低い値となっている。接続率向上
に対する取組みが必要である。

資金不足比率(％)

- 78.55 1.39 100.00 4,950

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

18,526

処理区域内人口(人)

276.33 67.04 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置

経営比較分析表（令和5年度決算）
福島県　会津美里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 0.39 0.10 0.08 0.06

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 - 105.78 106.09 106.44 107.11

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 3.22 6.44 9.66 12.88

平均値 - 21.36 22.79 24.80 26.77

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 0.01 0.01 0.02 0.07

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 63.96 69.42 72.86 69.54

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 60.72 30.14 30.35 33.46

平均値 - 44.24 43.07 45.42 50.63

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 2,103.50 1,832.86 1,653.53 1,278.35

平均値 - 1,258.43 1,163.75 1,195.47 1,168.69

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 59.34 64.97 65.18 80.84

平均値 - 73.36 72.60 69.43 70.71

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 149.99 150.01 150.01 150.02

平均値 - 224.88 228.64 239.46 233.15

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - - - - -

平均値 - 42.40 42.28 41.06 42.09

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 65.85 66.43 70.11 68.24

平均値 - 84.19 84.34 84.34 84.73

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.09】 【65.73】 【48.91】 【1,156.82】

【86.21】【43.28】【215.73】【75.33】

【29.62】 【0.09】 【0.11】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

会津美里町下水道事業_特定環境保全公共下水道事業 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2026年度

１． (A) 3,210 3,253 3,175 3,099 3,024 2,952 2,881 2,812 2,744 2,678 2,614 2,551
(1) 3,210 3,253 3,175 3,099 3,024 2,952 2,881 2,812 2,744 2,678 2,614 2,551

下 水 道 使 用 料 3,210 3,253 3,175 3,099 3,024 2,952 2,881 2,812 2,744 2,678 2,614 2,551
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 8,048 6,540 5,914 5,941 5,965 5,984 6,129 6,022 6,056 6,109 6,178 6,384
(1) 4,464 3,115 2,489 2,516 2,540 2,559 2,704 2,597 2,631 2,684 2,753 2,959

他会計補助金 4,464 3,115 2,489 2,516 2,540 2,559 2,704 2,597 2,631 2,684 2,753 2,959
その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 3,584 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425 3,425
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 11,258 9,793 9,089 9,040 8,989 8,936 9,010 8,834 8,800 8,787 8,792 8,935
１． 10,522 9,145 8,515 8,540 8,565 8,590 8,742 8,640 8,666 8,692 8,718 8,871
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基本給 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 4,262 3,166 2,536 2,561 2,586 2,611 2,763 2,661 2,687 2,713 2,739 2,892
動 力 費 95 140 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103
修 繕 費 2,565 727 688 695 702 709 716 723 730 737 744 751
材 料 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
そ の 他 1,602 2,299 1,754 1,771 1,788 1,805 1,949 1,839 1,857 1,875 1,893 2,038

(3) 6,260 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979 5,979
(4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 736 648 574 500 424 346 268 194 134 95 74 64
(1) 630 560 488 416 342 266 190 119 62 25 7 0
(2) 106 88 86 84 82 80 78 75 72 70 67 64

(D) 11,258 9,793 9,089 9,040 8,989 8,936 9,010 8,834 8,800 8,787 8,792 8,935
(E) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 1,698 1,475 1,180 1,813 2,372 2,855 3,399 4,266 5,088 6,619 8,721 11,275

961 271 265 258 252 246 240 234 229 223 218 213
(K) 4,941 5,013 5,085 5,159 5,235 5,174 3,851 2,896 1,187 616 164 164

4,777 4,849 4,921 4,995 5,071 5,010 3,687 2,732 1,023 452 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 3,210 3,253 3,175 3,099 3,024 2,952 2,881 2,812 2,744 2,678 2,614 2,551

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) 3,210 3,253 3,175 3,099 3,024 2,952 2,881 2,812 2,744 2,678 2,614 2,551

- - - - - - - - - - - -

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

- - -

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

- - - - - -累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） - - -

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

経 費

減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

2033年度 2034年度 2035年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入

受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

会津美里町下水道事業_特定環境保全公共下水道事業 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2026年度

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 2,100 2,000 2,000 3,000 3,000 3,000 3,000 2,000 1,000 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５．

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７．

８． 0 253 0 0 0 300 0 0 0 0 300 0

９．

(A) 2,100 2,253 2,000 3,000 3,000 3,300 3,000 2,000 1,000 0 300 0

(B)

(C) 2,100 2,253 2,000 3,000 3,000 3,300 3,000 2,000 1,000 0 300 0

１． 0 253 0 0 0 300 0 0 0 0 300 0

２． 4,707 4,777 4,849 4,921 4,995 5,071 5,010 3,687 2,732 1,023 452 0

３．

４．

５．

(D) 4,707 5,030 4,849 4,921 4,995 5,371 5,010 3,687 2,732 1,023 752 0

(E) 2,607 2,777 2,849 1,921 1,995 2,071 2,010 1,687 1,732 1,023 452 0

１． 2,607 2,777 2,849 1,921 1,995 2,071 2,010 1,687 1,732 1,023 452

２．

３．

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 2,607 2,777 2,849 1,921 1,995 2,071 2,010 1,687 1,732 1,023 452 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 37,517 32,740 27,891 22,970 17,975 12,904 7,894 4,207 1,475 452 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

4,464 3,115 2,489 2,516 2,540 2,559 2,704 2,597 2,631 2,684 2,753 2,959

3,306 2,262 1,655 1,702 1,747 1,790 1,960 1,882 1,945 2,028 2,130 2,370

1,158 853 834 814 793 769 744 715 686 656 623 589

2,100 2,000 2,000 3,000 3,000 3,000 3,000 2,000 1,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,100 2,000 2,000 3,000 3,000 3,000 3,000 2,000 1,000 0 0 0

6,564 5,115 4,489 5,516 5,540 5,559 5,704 4,597 3,631 2,684 2,753 2,959

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2034年度 2035年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度2027年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

そ の 他

計

2032年度

計

2033年度

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

2034年度 2035年度2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度



会津美里町下水道事業_特定環境保全公共下水道事業

供用開始年月日 平 成 16 年 7 月 1 日

処理区域内人口 252人

自 令 和 8 年 4 月
至 令 和 13 年 3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

3,210 3,026 3,026

0 0 0

0 0 0

3,210 3,026 0 3,026

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

2,565 702 0 702

0 0 0 0

0 0 0 0

23 22 0 22

10 36 0 36

2,598 760 0 760

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,337 1,287 0 1,287

0 0 0 0

1,337 1,287 0 1,287

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

137 132 0 132

201 337 0 337

338 469 0 469

0 340 0 340

小 計

一
 

般
 

管
 

理
 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

小 計

資
支 払 利 息

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

計算期間

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

0 2,554 1,771 783

0 0 0 0

0 2,894 1,771 1,123

4,273 5,410 1,771 3,639

2,299

5,938

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.51

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資産維持費については、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、計画期間中に
見込まれる減価償却費（長期前受金戻入控除後）に機能向上率として0.9を乗じた額としている。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水
道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情
に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

資
本
費

減 価 償 却 費
（ 長 期 前 受 金 戻 入 控 除 後 ）

企 業 債 取 扱 諸 費




